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事業純益の推移� （単位：百万円）

令和４年３月期 令和５年３月期 令和６年３月期

事 業 純 益 2,515 728 △154

実 質 事 業 純 益 2,515 728 △154

コ ア 事 業 純 益 2,180 829 1,079

コ ア 事 業 純 益
（投資信託解約損益を除く） 2,500 829 1,882

・�実質事業純益は、国債等債券売却損の増加や事業活動の正常化による経費
の増加等により、前年比８億円減少の△１億円、国債等債券関係損益を除
いたコア事業純益は、同２億円増加の10億円となりました。

（注）1.��事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸
倒引当金繰入額

　　2.実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　3.コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益※
　　※��国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等

債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

令和６年
３月期

事業純益

コア事業純益
（投資信託解約損益を除く）

令和４年
３月期

令和５年
３月期

２，５１５ ２，５１５

７２８

２，５００

８２９７２８ ８２９

△１５４

１，０７９

△１５４

１，８８２

実質事業純益

コア事業純益

２，１８０

単体自己資本比率の推移� （単位：百万円、％）

令和４年３月末 令和５年３月末 令和６年３月末

自 己 資 本 額�🄐🄐 160,704 156,421 152,169

リスク・アセット�🄑🄑 1,248,857 1,286,462 1,333,744

自己資本比率＝🄐🄐🄐🄐🄐🄐🄐🄐🄐 12.86 12.15 11.40
・�自己資本比率は、分散投資によるリスク・アセット額の増加を主因に、前
年度末比0.75ポイント低下の11.40％となりました。

・��国内基準（４％）を上回り、高い安全性・健全性を維持しています。

４％

令和５年
３月末

令和６年
３月末

自己資本
比率

12.15％ 11.40％12.86％

令和４年
３月末

 不良債権の状況

令和６年
３月末

令和５年
３月末

合計 1,021

危険債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

合計 708
48

11

660

1,009

農協法および金融再生法に基づく開示債権（単体）の推移�（単位：百万円、％）
債権区分 令和５年３月末 令和６年３月末 増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�① 48 11 △36

危 険 債 権② 660 1,009 349

要 管 理 債 権③ － － －

（うち三月以上延滞債権） （－） （－） （－）

（うち貸出条件緩和債権） （－） （－） （－）

小計（①＋②＋③＝Ａ） 708 1,021 313

正 常 債 権④ 278,275 268,528 △9,747

債権額合計（Ａ＋④＝Ｂ） 278,984 269,550 △9,434

不良債権比率
（Ａ÷Ｂ×100） 0.25 0.37 0.12

・�不良債権比率は、不良債権額の増加と債権額の減少により、前年比0.12ポイ
ント上昇の0.37％となりました。
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 経営環境

経済情勢
　令和５年度のわが国経済は、物価上昇の影響を受けつつも、コロナ禍からの行動制限の解除による消費の持ち
直しに支えられ、回復基調が継続しました。新潟県内では、消費や設備投資に持ち直しの動きがみられたものの、
生産等には足踏みがみられ、企業の倒産や休廃業が増加しました。

農業情勢
　農業情勢では、担い手の減少や農業者の高齢化といった課題が継続する中、昨夏の記録的な猛暑と渇水による
被害や肥料・飼料・燃料などの資材価格の高止まりによる農業所得の大幅な減収等により、将来の経営に対する
不安要因が増加しました。また、担い手の法人化・大規模化も進行しており、経営規模が二極化する中、抱える
経営課題も多様化しました。

金融情勢
　金融情勢では、主要国の利上げが一服する中、日銀は17年ぶりの利上げを行い、金融政策が大きく転換しまし
た。また、株式市場では、日経平均株価が最高値を更新し、外国為替市場では、円安が34年ぶりの水準まで進行
しました。

 令和５年度の業績

令和６年
３月末

貯　金

貸出金

預け金

有価証券

金銭の信託

１，７７１，５６６

２６６，４７１

９９４，５１５

４８３，２１７

令和５年
３月末

令和４年
３月末

１，８０４，４５１

２７５，６８５

９９２，６６５

５１８，６７３５４８，１６６

８７，２２４ １０１，３１５ １１２，３０７
２６５，１３６

１，０３９，６７３

１，８３８，１４２

主要勘定の推移� （単位：百万円）

令和４年３月末 令和５年３月末 令和６年３月末

貯 金 1,838,142 1,804,451 1,771,566

貸 出 金 265,136 275,685 266,471

預 け 金 1,039,673 992,665 994,515

有 価 証 券 548,166 518,673 483,217

金銭の信託 87,224 101,315 112,307
・�貯金残高は、ＪＡの自主運用強化によるＪＡからの貯金の減少を主
要因に、前年比328億円、1.8％の減少となりました。

・��貸出金残高は、金融仲介機能の発揮に向けて法人向けの融資伸長に
取り組んだ一方、金融機関貸付等の減少により、前年比92億円、3.3％
の減少となりました。

・��有価証券および金銭の信託の残高は、リスク管理と収益性に留意し
つつ、分散投資を行ったものの、債券の償還が多かったこと等から、
合計で前年比244億円、3.9％の減少となりました。

令和６年
３月期

経常収益

経常費用

経常利益
令和４年
３月期

令和５年
３月期

１８，８４１１８，４４２

１３，７５４

４，６８８

１４，４４０
１５，４５３

１９，８２１

４，４０１ ４，３６７

収益等の推移� （単位：百万円）

令和４年３月期 令和５年３月期 令和６年３月期

経 常 収 益 18,442 18,841 19,821

経 常 費 用 13,754 14,440 15,453

経 常 利 益 4,688 4,401 4,367

当期剰余金 4,168 4,052 3,902
・�厳しい運用環境下においてもリスク管理に留意しつつ、効率的な運
用に努めた結果、経常収益は増加したものの、市場関連費用の増加
等により経常費用も増加したことから、経常利益は、前年比33百万
円、0.7％減少の43億円となりました。
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事業純益の推移� （単位：百万円）

令和４年３月期 令和５年３月期 令和６年３月期

事 業 純 益 2,515 728 △154

実 質 事 業 純 益 2,515 728 △154

コ ア 事 業 純 益 2,180 829 1,079

コ ア 事 業 純 益
（投資信託解約損益を除く） 2,500 829 1,882

・�実質事業純益は、国債等債券売却損の増加や事業活動の正常化による経費
の増加等により、前年比８億円減少の△１億円、国債等債券関係損益を除
いたコア事業純益は、同２億円増加の10億円となりました。

（注）1.��事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸
倒引当金繰入額

　　2.実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　3.コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益※
　　※��国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等

債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

令和６年
３月期

事業純益

コア事業純益
（投資信託解約損益を除く）

令和４年
３月期

令和５年
３月期

２，５１５ ２，５１５

７２８

２，５００

８２９７２８ ８２９

△１５４

１，０７９

△１５４

１，８８２

実質事業純益

コア事業純益

２，１８０

単体自己資本比率の推移� （単位：百万円、％）

令和４年３月末 令和５年３月末 令和６年３月末

自 己 資 本 額�🄐🄐 160,704 156,421 152,169

リスク・アセット�🄑🄑 1,248,857 1,286,462 1,333,744

自己資本比率＝🄐🄐🄐🄐🄐🄐🄐🄐🄐 12.86 12.15 11.40
・�自己資本比率は、分散投資によるリスク・アセット額の増加を主因に、前
年度末比0.75ポイント低下の11.40％となりました。

・��国内基準（４％）を上回り、高い安全性・健全性を維持しています。

４％

令和５年
３月末

令和６年
３月末

自己資本
比率

12.15％ 11.40％12.86％

令和４年
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 不良債権の状況

令和６年
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令和５年
３月末
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危険債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

合計 708
48
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1,009

農協法および金融再生法に基づく開示債権（単体）の推移�（単位：百万円、％）
債権区分 令和５年３月末 令和６年３月末 増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�① 48 11 △36

危 険 債 権② 660 1,009 349

要 管 理 債 権③ － － －

（うち三月以上延滞債権） （－） （－） （－）

（うち貸出条件緩和債権） （－） （－） （－）

小計（①＋②＋③＝Ａ） 708 1,021 313

正 常 債 権④ 278,275 268,528 △9,747

債権額合計（Ａ＋④＝Ｂ） 278,984 269,550 △9,434

不良債権比率
（Ａ÷Ｂ×100） 0.25 0.37 0.12

・�不良債権比率は、不良債権額の増加と債権額の減少により、前年比0.12ポイ
ント上昇の0.37％となりました。
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 経営環境

経済情勢
　令和５年度のわが国経済は、物価上昇の影響を受けつつも、コロナ禍からの行動制限の解除による消費の持ち
直しに支えられ、回復基調が継続しました。新潟県内では、消費や設備投資に持ち直しの動きがみられたものの、
生産等には足踏みがみられ、企業の倒産や休廃業が増加しました。

農業情勢
　農業情勢では、担い手の減少や農業者の高齢化といった課題が継続する中、昨夏の記録的な猛暑と渇水による
被害や肥料・飼料・燃料などの資材価格の高止まりによる農業所得の大幅な減収等により、将来の経営に対する
不安要因が増加しました。また、担い手の法人化・大規模化も進行しており、経営規模が二極化する中、抱える
経営課題も多様化しました。

金融情勢
　金融情勢では、主要国の利上げが一服する中、日銀は17年ぶりの利上げを行い、金融政策が大きく転換しまし
た。また、株式市場では、日経平均株価が最高値を更新し、外国為替市場では、円安が34年ぶりの水準まで進行
しました。

 令和５年度の業績

令和６年
３月末

貯　金

貸出金

預け金

有価証券

金銭の信託

１，７７１，５６６

２６６，４７１

９９４，５１５

４８３，２１７

令和５年
３月末

令和４年
３月末

１，８０４，４５１

２７５，６８５

９９２，６６５

５１８，６７３５４８，１６６

８７，２２４ １０１，３１５ １１２，３０７
２６５，１３６

１，０３９，６７３

１，８３８，１４２

主要勘定の推移� （単位：百万円）

令和４年３月末 令和５年３月末 令和６年３月末

貯 金 1,838,142 1,804,451 1,771,566

貸 出 金 265,136 275,685 266,471

預 け 金 1,039,673 992,665 994,515

有 価 証 券 548,166 518,673 483,217

金銭の信託 87,224 101,315 112,307
・�貯金残高は、ＪＡの自主運用強化によるＪＡからの貯金の減少を主
要因に、前年比328億円、1.8％の減少となりました。

・��貸出金残高は、金融仲介機能の発揮に向けて法人向けの融資伸長に
取り組んだ一方、金融機関貸付等の減少により、前年比92億円、3.3％
の減少となりました。

・��有価証券および金銭の信託の残高は、リスク管理と収益性に留意し
つつ、分散投資を行ったものの、債券の償還が多かったこと等から、
合計で前年比244億円、3.9％の減少となりました。

令和６年
３月期

経常収益

経常費用

経常利益
令和４年
３月期

令和５年
３月期

１８，８４１１８，４４２
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４，６８８

１４，４４０
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４，４０１ ４，３６７
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経 常 収 益 18,442 18,841 19,821

経 常 費 用 13,754 14,440 15,453

経 常 利 益 4,688 4,401 4,367

当期剰余金 4,168 4,052 3,902
・�厳しい運用環境下においてもリスク管理に留意しつつ、効率的な運
用に努めた結果、経常収益は増加したものの、市場関連費用の増加
等により経常費用も増加したことから、経常利益は、前年比33百万
円、0.7％減少の43億円となりました。
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 「にいがた農業応援ファンド」の取組み

　ＪＡグループ新潟では「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とするＪＡ自己改
革を不断の取組みとしていくため、令和４年度から令和６年度の３年間における農業者への支援パッケージとし
て、「にいがた農業応援プログラム」を展開しています。
　中でも、柱となる事業の一つである「にいがた農業応援ファンド」につきまして、令和５年度は、「新潟県園
芸振興基本戦略」の取組みを新潟県および関係機関と一体となって一層推進していくため、「１億円園芸産地チャ
レンジ事業」の助成枠を拡充しました。また、スマート農業等の導入による労働生産性の向上およびカーボン
ニュートラル等の環境負荷軽減に繋がる取組みに対し助成を行う「農業イノベーション応援事業」を新設しまし
た。引き続き実施する「園芸生産拡大支援事業」および「新規・親元就農応援事業」と合わせ、農業者の取組み
を支援しました。
　農業者の皆さまより多数の申請をいただき、審査・抽選の結果、４事業合計で283件・82,488千円の助成を採
択いたしました。
　令和６年度は、事業効果をより発揮できるように「農業イノベーション応援事業」の助成枠を拡充し、引き続
き農業者の取組みを後押しする、より踏み込んだ支援に努めてまいります。

にいがた農業応援ファンド取組実績（令和５年度）�（単位：件、千円）
事業名 採択件数 採択金額

１億円園芸産地チャレンジ 130 39,952

園芸生産拡大支援（担い手向け） 59 12,958

園芸生産拡大支援（産 地 向 け） 1 2,500

農 業 イ ノ ベ ー シ ョ ン 応 援 31 14,678

新 規 ・ 親 元 就 農 応 援 62 12,400

合 計 283 82,488
にいがた農業応援ファンドを活用して導入した農機具

令和６年度のプログラム実施内容

　直面する課題の克服にチャレンジする
担い手のあと一歩を応援し、「農業者の所
得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活
性化」の実現に寄与することを目的とした
ファンドを展開する。

（１）内容
　課題克服にチャレンジする担い手に、必
要な資金の一部を助成する。

（２）助成額
　90百万円

（３）助成対象事業
　①１億円園芸産地チャレンジ
　②園芸生産拡大支援
　③農業イノベーション応援
　④新規・親元就農応援

１．「にいがた農業応援ファンド」の展開 2.担い手向け金融支援策の提供

（１）「担い手支援資金」（愛称：アグリＶ）
の継続

　借入当初３年間において利子補給・保

証料助成により実質金利負担が最大年

1.57％軽減となるアグリＶの取扱いを継

続する。

（２）保証料助成の継続
　農業近代化資金にかかる県農業信用基

金協会保証料の助成を継続する。

３．プログラムの推進・支援体制の構築

（１）「担い手サポートセンター」との連携
　中央会・連合会による事業横断的な部署

である担い手サポートセンターと連携し、

担い手の多様なニーズへの総合的な対応

に努める。

（２）専門家等の活用による相談支援機
能の強化

 担い手サポートセンターは、農業の現場

に精通した専門家の活用により、担い手の

相談支援に必要な体制を確保する。
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 対処すべき課題

　令和６年度は、第18次中期経営計画の最終年度となります。ＪＡにおいては、“農業・地域・くらしに貢献し、
組合員・利用者を支え続けるＪＡバンク” の実現のため、ＪＡバンク新潟中期戦略に基づき、農業専門・地域金
融機関としての機能発揮とその土台となる持続可能な収益構造の構築、業務効率化の徹底による人材創出、事業
運営態勢強化、内部管理態勢構築等の実践事項を完遂させていく重要な年度となります。
　また、当会におきましても、経営理念に掲げる「新潟県農業の振興および農家経済の安定・向上、地域社会
の発展」を実現していくとともに、環境・社会課題への責任を果たしていくため、令和３年度に策定した「長
期ビジョン」や「ＪＡバンク新潟県信連�SDGs宣言」を踏まえつつ、第18次中期経営計画の完遂に向けて取り組
みます。

地域農業・経済への貢献
　ＪＡと一体となって、農業者の経営安定、所得増大、経営課題解決に向けた的確な提案を実践するとともに、
食農関連企業をはじめとする地元企業等への適切な資金供給や、多角的なコンサルティング・サービスを展開す
ることにより、地域農業・経済の更なる発展に貢献していきます。

ＪＡ事業変革の一体的実践
　総合事業の強みを発揮し、一層必要とされる地域金融機関を目指して、組合員・利用者目線での商品・サービ
スの提供や業務の合理化・効率化などの事業変革を、ＪＡと一体となって実践することにより、ＪＡの持続可能
な収益構造・事業運営体制の構築に取り組みます。

持続可能な経営基盤の確立・強化
　安定した利益還元に向け、有価証券運用の拡充により収益力を強化するとともに、ＡＬＭ運営やリスク管理な
どの経営管理機能を高度化し、健全性を維持していきます。
　また、より強靭な組織を目指し、業務効率化や人材マネジメント、ＥＳＧ経営に取り組むことにより、長期ビ
ジョンを達成できる持続可能な経営基盤を確立・強化していきます。




